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１相開放故障事象に対する国内原子力発電所等の対応 

に係る公開会合速報 

令和 2 年 8 月 19 日 

技術基盤課 

1. 経緯 

設置許可基準規則解釈及び技術基準規則解釈の一部改正により、国内原子力発電所及び再

処理施設においては、1 相開放故障事象（OPC）への対応が求められている。事業者は運用による

OPC 対応を行っているが、解釈改正当時は技術的に困難であった OPC 自動検知技術の開発が進み、

改めて国内事業者から OPC 対応方針と対策工程が示されたことから、原子力規制委員会（令和 2

年 5 月 28 日）に国内 OPC 対応状況を報告した。同規制委員会にて、実態としてのプラクティスが大

事で、事業者と情報交換することが重要との助言を受け、題記公開会合（令和 2 年 8 月 5 日）を

実施したので、その内容を速報する。 

2. 公開会合速報 

事業者から資料 1、2 を用いて、国内原子力施設の OPC 対応について説明があった。 

 事業者が今後、OPC 検知器を設置する対象は、原子力発電所の一部の起動変圧器iと

一部の予備変圧器iiである（表 1）。 

 事業者は、既設の保護リレー等で OPC を検知できるもしくは、接続される外部電源の 1

回線で OPC が発生したとしても、別の外部電源回線により安全施設への電力の供給が

停止することがない変圧器に対しては、OPC 検知器を新たに設置する必要はないと考えて

いる。事業者が OPC 検知器を新たに設置する必要がないと考える施設を表 2 に示す。 

 事業者は、OPC 検知器を警報発信用として使用する計画である。警報を受け、運転員

は今後定める手順により警報の真偽を判断して、適切な措置を行う。なお、具体的手順

及び判断基準は OPC 検知器試運用時に検討・構築する計画である。 

 事業者は、OPC 警報発信中に安全施設の起動信号が出た場合は、OPC 発生回線を

手動遮断する運用を考えている。なお、遮断操作は中央制御室で簡単に行える。 

 事業者は、2020 年度に代表プラント（高浜原子力発電所）の共用予備変圧器に

OPC 検知器を設置して試運用を開始し、実機環境での誤検知の有無等の検証を行う計

                                              

i 呼び名はプラントにより異なる。 

ii 呼び名はプラントにより異なる。 
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画である。その後、各社が自主的・計画的に OPC 検知器を設置していく。 

 原子力エネルギー協議会（ATENA）は、国内電力会社と製造事業者からなる OPC 対

応等検討 WG を作って、本件の取り組みをリードしている。 

表 1 OPC 検知器設置対象変圧器 

プラント 対象変圧器 

美浜３号 起動変圧器、予備変圧器 

泊 1/2/3 号 予備変圧器（1/2 号共用）、後備変圧器*1（共用） 

高浜 1-4 号 予備変圧器（共用） 

敦賀 2 号 予備変圧器、後備変圧器*1 

大飯 3/4 号 予備変圧器（共用） 

玄海 3/4 号 予備変圧器（共用） 

女川 2/3 号 予備変圧器（共用） 

志賀 2 号 予備電源変圧器*2 

島根 2 号 予備変圧器*2（1/2 号共用） 

島根 3 号 第 2 予備変圧器*2、補助変圧器 

東海第二 予備変圧器 

大間 予備変圧器 

柏崎刈羽 1-7 号 予備変圧器（共用） 

*1 新設予定、*2 起動変圧器と呼ばれる場合もある 

表 2 事業者が OPC検知器を新たに設置する必要がないと考える施設 

原子力発電所 伊方 3 号、川内 1/2 号、東通、浜岡 3/4/5 号 

再処理施設 原燃再処理施設 

 

3. 今後の OPC 対応に係る規制対応方針（案） 

公開会合から、国内事業者大で自主的・計画的に OPC 自動検知を目的とした設備対応に取り

組んでいることがわかった。一方で、OPC 対応で先行する米国では、モニタリング期間中に少なくない

OPC 誤検知による誤遮断を経験し、OPC 自動検知・遮断システムの導入による安全性向上は有意で
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はないとの NRC スタッフ見解が示されているiii。以上を踏まえ、規制庁は原子力事業者による OPC 対

応状況ならびに米国 OPC 対応状況を継続してフォローし、OPC 対応に係る今後の国内規制対応につ

いて検討する。 

 

参考 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（抜粋） 

第３３条（保安電源設備） 

２ 第３項に規定する「機器の損壊、故障その他の異常を検知するとともに、その拡大を防止する」

とは、電気系統の機器の短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流等を検知し、遮断

器等により故障箇所を隔離することによって、故障による影響を局所化できるとともに、他の安全機

能への影響を限定できることをいう。また、外部電源に直接接続している変圧器の一次側において

３相のうちの１相の電路の開放が生じた場合にあっては、安全施設への電力の供給が不安定に

なったことを検知し、故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止す

る対策（手動操作による対策を含む。）を行うことによって、安全施設への電力の供給が停止する

ことがないように、電力供給の安定性を回復できることをいう。 

 

別紙一覧 

資料 1： 原子力エネルギー協議会、1 相開放故障事象（OPC）に対する原子力発電所の対応につ

いて、2020 年 8 月 5 日 

資料 2： 日本原燃株式会社、1 相開放故障事象（OPC）に対する再処理施設の対応について、

令和 2 年 8 月 5 日 

                                              

iii NRC スタッフメモ、バックフィット分析―運転原子炉における OPC 対応に関する産業界イニシアティブーBL2012-01「電源

設備における設計脆弱性」, https://www.nrc.gov/docs/ML1919/ML19198A304.pdf 

https://www.nrc.gov/docs/ML1919/ML19198A304.pdf
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